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海洋管理時代の幕開けと海洋科学技術
　これまで海洋は広く自由に利用できるものとされてきた。しかし近年はそれが見直され、
海洋を管理する枠組が構築されてきた。また地球環境問題についても海洋の役割が認識さ
れるようになってきた。このような海洋管理時代に対応すべく、我が国では海洋基本法が
2007 年 7月 20 日に施行された。これを受けて海洋に関する施策を総合的かつ計画的に
推進するために、今後 5ヵ年にわたる施策の基本方針となる海洋基本計画が 2008 年 3月
18 日に策定された。基本計画の政策目標は、①海洋における全人類的課題への先導的挑
戦であり、②豊かな海洋資源や海洋空間の持続可能な利用に向けた礎づくりであり、③安
全・安心な国民生活の実現に向けた海洋分野での貢献、とされ、「海洋を利用する観点」か
ら「海洋を管理する観点」へと政策の基本を転換することが明確に示された。　
　これにより我が国は、海洋管理時代が幕をあけることになり、「海洋立国」という観点か
ら海洋政策が展開されることになった。海洋における科学研究や技術開発では、優れた研
究者の育成、先端的な研究調査プラットフォームの整備および向上、これらを運用する技
術者の育成などが課題となる。
　海洋基本計画を実施していくにあたり、内閣に新たに設置された総合海洋政策本部は、
各省庁が責任をもって担当している海洋施策については調整機関となるとともに、国家の
基本政策として進めるべき課題ではトップダウンで主導していくことが期待される。さら
に、「海洋」を我が国の主権が及ぶ排他的経済水域（EEZ）などの狭い範囲に限定することな
く、地球全体の海洋を通して世界と広く「繋がる」ことができるようにすること、また我が
国の海洋科学技術政策が世界のモデルとなっていくことを期待したい。
科学技術動向
概　要
総合海洋政策本部に期待されるトップダウン型の役割
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科学技術動向研究センターにて作成
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　これまで海洋は広く自由に利用
できるものとされてきた。しかし
近年はそれが見直され、海洋を管
理する枠組が構築されてきた。ま
た地球環境問題についても海洋の
役割が認識されるようになって
きた。このような海洋管理時代に
対応すべく、我が国では海洋基本
法が 2007 年 7 月 20 日に施行さ
れた。これを受けて海洋を「知る」
「守る」「利用する」という法の基
本的な考え方を踏まえ、海洋に関
する施策を総合的かつ計画的に推
進するために、今後 5 ヵ年にわた
る施策の基本方針となる海洋基本
計画が策定された。計画策定の政
策目標は、①海洋における全人類
的課題への先導的挑戦であり、②
豊かな海洋資源や海洋空間の持続
可能な利用に向けた礎づくりであ
り、③安全・安心な国民生活の実
現に向けた海洋分野での貢献、と
された。従来の「海洋を利用する
観点」から「管理する立場」へと政
策の基本を転換することが明確に
示された。このような海洋基本
計画は、総合海洋政策本部が各界
から提言を受けて原案をとりまと
め、2008 年 2 月に、広く国民か
ら意見を募集し最終版が策定さ
れ、2008 年 3 月 18 日に閣議決
定されたものである。
　また、海洋基本計画は我が国の
排他的経済水域（EEZ）注 1) におけ
る海洋政策を一元的に推進しよう
とするものである。①我が国周辺
海域で発見されているメタンハイ
ドレートは天然ガスの元となるも
のであり、今後 10 年をめどに商
業化を目指すこと、②外航海運業
の国際競争力を強化することを目
的として、日本籍船の数を今後 5
年間で二倍に増やすこと、③我が
国 EEZ において外国船が無断で
科学的調査することを制限する法
整備をすること、④省庁や独立行
政法人にある海洋情報を民間企業
や研究機関などが活用できるよう
に一元管理すること、など 12 の
施策からなっている。
　本レポートは海洋基本法の成立
と海洋基本計画が策定される背景
と流れについて概観し（図表 1）、
海洋科学技術政策の視点から課題
と今後への期待をまとめる。
2  海洋基本計画策定の概要● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
２‐１
海洋基本法成立の背景
　20 世紀の海洋は広く利用され
るとともに、海洋先進国による資
源獲得競争が激化した時代であっ
た。これを背景として国連の場
において、これまでの「狭い領海」
と「広い公海」を前提とする海洋の
管理と利用が見直されることにな
り、国連海洋法条約（海洋法に関
する国際連合条約）注 2) が 1982 年
に採択され、1994 年に発効した。
EEZ や大陸棚などによって海域が
区分され、公海部分が縮小され、
さらに公海における自由な活動も
制約され、沿岸国の権限が拡大す
るなど、新たな国際海洋秩序の枠
組みが構築されてきた。また地球
環境問題についても海洋の役割が
認識されるようになってきた。海
洋は巨大であり浄化能力があり、
科 学 技 術 動 向　2008年 5月号
22
図表 1　海洋基本法の成立および新たな海洋立国の実現に向けた海洋基本計画の策定の背景と流れ
総合海洋政策本部資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
海洋基本法は我が国をとりまく国際的状況を背景として、これまでの我が国の海洋政策を見直し、国際的海
洋管理時代にふさわしい海洋立国をめざすものとして、海洋を「知る」「守る」「利用する」という視点から
6 つの基本理念にまとめられた。この基本理念を踏まえ、海洋に関する施策を総合的かつ計画的に推進する
ための海洋基本計画が策定された。
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■用語説明■
注1　排他的経済水域（EEZ）：国連海洋法条約に基づいて設定された水域であり、経済的な主権が及ぶ。自国の沿
岸から200海里（約370km）の範囲内にある水産資源や鉱物資源・エネルギー資源などを探査し開発する権利があ
るとともに、資源の管理や海洋汚染防止の義務を負う。なお「領海」は12海里（約22km）であり、沿岸国の主権が及ぶ。
注2　国連海洋法条約：1982年に採択され、1994年に発効した「海洋法に関する国際連合条約」の略称。海洋自由の原
則により維持されてきた伝統的な国際海洋秩序を全面的に修正した。海洋の開発と管理などでは沿岸国の役割と責任を
拡大し、また深海底とその資源を「人類共同の財産」とみなして開発と管理の新たな国際的体制を導入した。2007年7月時
点で155カ国・地域が加盟。日本は1983年に調印し1996年に批准した。なお、米国は調印したが批准していない。
注3　大陸棚限界確定問題：沿岸国は自国の大陸棚を確定し、その大陸棚に対して、生物資源および鉱物資源・エネ
ルギー資源を開発する権利を主張できる。EEZを超えて大陸棚を延伸できるが、この部分では海中の漁業資源については
権限を主張できない。国連海洋法における「大陸棚」は、地形学的な水深200mくらいまでの平坦な海底と異なり、深海域ま
でも含む法的な概念である。また国連海洋法第76条では大陸斜面を「沿岸国の陸塊の水面下の延長」と定義しており、この
同定には地質学的なデータが不可欠となる。大陸棚の延伸を要望する沿岸国は科学的な海洋調査データと自国の主張を
国連の大陸棚限界委員会に提出しなければならない。委員会は審査し大陸棚限界確定のための勧告をする。申請する期限
は2009年である。
注4　海洋権益をめぐる問題：EEZは領土の基線から200海里と定められているため、これにより領土紛争がひき起こ
され、また相手国とのEEZ境界線が未確定のまま残されたものがある。これにともない、EEZ内の資源をめぐる権益問題が
浮上した。我が国の場合には、東シナ海におけるガス田問題、竹島の領有権問題、沖ノ鳥島問題（沖ノ鳥島ではEEZを設定す
ることはできないとして外国籍船が調査活動を行う）などがある。
人類起源の環境負荷を緩和する機
能を担ってきたが、海洋自体におけ
る環境問題も顕在化してきている。
　1996 年には我が国も国連海洋
法条約を批准したが、国際海洋秩
序を補完する取り組みは進んでお
らず、現在でもなお進行中とされ
ている。我が国の海洋政策は海洋
を利用する者の利害を利用者間で
調整する観点からのものであり、
海洋を管理する立場から利用のあ
り方を調整する視点は無かったの
である。なかでも海底鉱物・エネ
ルギー資源と大陸棚限界確定への
対応については先送りされてきた。
　これには 4 つの原因があるとさ
れている。2006 年 7 月 26 日の
海洋技術フォーラム平成 17 年度
活動報告会の講演のなかで武見敬
三氏（当時参議院議員）は次のよう
に指摘している 1)。
(1) 縦割り行政
　海洋政策は、EEZ の管理（外務
省）、海洋環境の保護（環境省）、海
洋資源開発（経済産業省）、海運・
海上保安（国土交通省）、海洋科学
技術（文部科学省）というように、
縦割り行政のもとでばらばらに所
管され、海洋政策を統合的に決定
する機能が形成されなかった。
(2) 政治的リー ダー シップの欠如
　海洋問題を重要施策として、官
の縦割り行政の弊害を克服する政
治的リーダーシップがなく、総合
的に立案する問題意識が欠如して
いた。
(3) 海洋問題の先送り
　領土問題や EEZ の境界線確定、
EEZ 内の海洋権益の確保について
は、近隣諸国との敏感な問題が深
刻化することを憂慮し、問題を先
送りする傾向があった。
(4) 海洋問題に対する国民の一般
的関心の低さ
　世界が加速度的にグローバル化
するなかで、国民レベルにおける
海洋への関心は低下してしまった。
　海洋基本法は、大陸棚限界確定
問題注 3）と海洋権益をめぐる問題注 4）
の浮上により、海洋問題への関心が
近年再び高まってきたことを背景とし
て、制定に向けて検討された。この
動きには二つの流れがあった。一つは
「EEZ 内の海洋権益の確保」という視
点からのものであった 2)。この視点か
ら法律案を準備する過程で、海洋政
策の理念を示す法律が必要ではな
いかという要望が出された 3)。もう
一つの流れは海洋政策研究財団を
中心として 2006 年 1 月に提出され
た「海洋と日本：21 世紀の海洋政策
の提言」である 4)。
　この「提言」の主な内容は、海洋政
策大綱の策定、海洋基本法の制定、
海洋担当大臣の任命など行政機構
の整理、海に拡大した「国土」の管理
であった。内閣に総合海洋政策会議
を設け、新設の海洋政策担当相を中
心に、国を挙げて海洋政策に取り組
む体制を整えるべき、という内容で
あった。このような海洋基本法を制
定することによって以下のことが
期待されるとした。
(1) 政策全体の戦略欠如について
は、形骸化した「関係省庁連絡
会議」を強い権限をもつ「総合
海洋政策会議」に改める。
(2) EEZ 内の資源開発問題について
科 学 技 術 動 向　2008年 5月号
24
は、外務省と経済産業省が連携
して国益に沿った対応に改める。
(3)日本籍船と日本人船員の激減
については、税制を含め、総
合的な対策を迅速に実施する。
　以上のような我が国をとりまく
国際情勢の変化や我が国の海洋政
策への提言などを踏まえて、海洋基
本法がまとめられることになった。
２‐２
海洋基本法の理念と
海洋基本計画の方針
　海洋基本法は 2007 年 4 月に議
員立法として可決され、同年 7 月
20 日に施行された。この基本法
には 6 つの基本理念が掲げられ、
この基本理念が海洋基本計画の方
針にもなっている 5)。基本計画の
方針の概要を以下にまとめる。
(1) 海洋の開発および利用と海
洋環境の保全との調和
・沿岸域は多様な海洋生態系の
場であり、また高度に利用さ
れていることから、環境負荷
の低減や生態系の保全と再生
を重視した政策とする。
・我が国の EEZ や大陸棚は広大
であり、海底鉱物資源が豊富
であることから、将来の開発
利用を重視した政策とし、ま
たこのための調査を計画的に
進める。
・深海底の未開発エネルギー資
源の開発について、政府の役
割を明らかにする必要がある。
(2) 海洋の安全の確保
・海上輸送および海洋権益に関わ
る海洋の安全確保に向け、法制
度の整備を含む体制強化を進め
る。
・海洋に由来する自然災害の脅威
に対応するため、国民の生命・
財産を守る海洋施策に取り組む。
(3) 海洋に関する科学的知見の
充実
・各種の行政分野における海洋
調査は目的に応じた方法で行
われ、調査結果が施策に活用
されており、このような海洋
調査の推進方法は妥当と言え
るが、各種調査の効率化とデー
タの共有化を推進するため、
運用体制を整備し、更なる充
実を図るべきである。
・科学的に未解明な分野が多い
海洋に関する基礎的基盤的な
科学的知見を充実させ、調査
研究成果を社会・経済に還元
することが重要であり、この
ため海洋に関する情報を一元
的に管理し提供する体制の整
備、若手人材の育成・確保等
が必要となる。
(4) 海洋産業の健全な発展
・海洋産業の健全な発展を図る
ため、競争条件を整備し、体
質改善を進めることにより、
競争力のある基盤を整備して
いくことなどが必要である。
・海洋関連技術、海洋資源、海
洋空間を活かした新産業の創
出に積極的に取り組むべきで
ある。
(5) 海洋の総合的管理
・海洋に関するさまざまな情報
を総合的に収集・整備・管理
する体制を早急に構築すべき
である。
・国際社会においては、平和的
で衡平かつ持続可能な開発・
利用の実現に努めることが必
要である。
・沿岸域の総合管理にあっては、
陸域からの影響緩和や利活用
を図る施策を講じるべきであ
る。
(6) 海洋に関する国際的協調
・周辺海域において、我が国の
権益を確保するとともに、秩
序を安定したものとすべく、
国際ルールに則した問題解決
を追求する。
・広く全世界の海洋について、
海上交通の自由と安全の確保
や海洋水産資源の持続的利用
を実現するため、国際的秩序
を形成し発展させていくこと
が必要であり、我が国はその
先導的役割を担うべきである。
・地球環境に対する海洋の役割
は大きいので、地球環境問題
に貢献できる国際的活動にお
いても先導的役割を担うべき
である。
　これらの 6 つの基本理念は、海
洋を「知る」「守る」「利用する」と
いう視点を背景としてまとめられ
ていると言える。ここで、「知る」
とは、未解明な部分が多い海洋を
適切に利用・保全するために知識
を集約すること、「守る」とは、海
洋を持続的に利用していくため
に、海洋環境に配慮し、海上の安
全を確保すること、「利用する」と
は、我が国の経済社会の発展のた
めに海洋を開発し利用していくこ
とである。
２‐３
海洋基本計画の策定
　海洋基本計画は海洋基本法の
基本理念を踏まえ、海洋に関す
る政策を総合的かつ計画的に推
進していくことを目的として策
定され、2008 年 3 月 18 日に閣
議決定された。この計画は、情
勢の変化や施策の評価に応じて、
おおむね 5 年ごとに見直される
中期的計画である。また海洋基
本計画に基づき、海洋に関する
施策を集中的かつ総合的に推進
するための体制として、2007 年
7 月 20 日、内閣に総合海洋政策
本部が設置された（図表 2）。
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図表 2　海洋基本法に基づく海洋行政の推進体制
事務局は関係 8 府省 37 名、参与会議は学識経験者 10 名で構成される
（2007 年 9 月現在）
総合海洋政策本部資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
　今後 5 ヵ年を見通した本計画が
目指す政策目標は、海洋における
全人類的課題への先導的挑戦、豊
かな海洋資源や海洋空間の持続可
能な利用に向けた礎づくり、安全・
安心な国民生活の実現に向けた海
洋分野での貢献、とされている。
　海洋基本法は、海洋基本計画が
定めるべきものとして、「海洋に
関する施策についての基本的な
方針」と「海洋に関する施策に関
し、政府が総合的かつ計画的に講
ずべき施策」を掲げている。この
施策については、基本法において
基本的施策と定める次の 12 項目
が計画期間中に実施すべき事項と
され、具体化が図られた。①海洋
資源の開発及び利用の推進、②海
洋環境の保全等、③排他的経済水
域等の開発等の推進、④陸上輸送
の確保、⑤海洋の安全の確保、⑥
海洋調査の推進、⑦海洋科学技術
に関する研究開発の推進等、⑧海
洋産業の振興及び国際競争力の強
化、⑨沿岸域の総合的管理、⑩離
島の保全等、⑪国際的な連携の確
保及び国際協力の推進、⑫海洋に
関する国民の理解の増進と人材育
成、が列挙されている。
　この基本計画の策定プロセスに
おいては海洋に関わる学術界や産
業界など各界から提言が出され
た。主なものをまとめると以下の
四つになる。
1）大学の海洋研究者や海洋関連学
会は、海洋における物理・化学・
生物学の基礎的なプロセスを理
解すること、海洋研究のための
基盤整備をすること、人材の教
育、各界の情報を共有するネッ
トワークの構築が重要であるこ
とを提言した 6 ～ 8)。
2) 産業界は、基本計画が各省庁の
進めてきた施策を単にそのまま
集めたり、積み上げたりしたも
のであってはならないと指摘
した。また、海洋産業の振興
と国際競争力を強化する必要性
を強調し、国家的かつ国際的プ
ロジェクトとして、我が国の管
轄する海域の総合的調査とデー
タの一元管理、海洋開発等の拠
点としての洋上基地の構築と活
用、国際的な連携と協調を推進
すべきであること、また今後の
政策推進にあたっては、産業界
の意見が政策に反映される体制
を構築すること、さらに省庁の
縦割りの弊害を排してトップダ
ウン型で施策を推進するよう要
望した 9)。
3) 水産関連学会からは、持続的資
源利用への取り組みや、水産業
の発展に資することが求められ
ている 10)。
4) 自然保護団体などからは、海洋
基本法では海洋の資源開発を進
めることに重点が置かれている
が、海洋基本法は日本の海の環
境保全にとって重要な役割を果
たすものであり、海洋基本計画
には環境保全の視点を盛りこむ
よう提案されている。
　海洋基本法の施行以来、3 回の
総合海洋政策本部会合が開催さ
れ、上記のような各界からの提言
や 3 回の参与会議の意見を踏まえ
て海洋基本計画の原案がとりまと
められた。この原案に対してさら
に広く国民からコメントを求めて
最終案が策定され、海洋基本計画
が閣議決定された。
（
　　　
 ）
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　海洋科学技術の研究開発に関し
ては、海洋基本計画の「科学的知
見の充実」にまとめられている。
重要なキーワードはすべて網羅さ
れているが、今後の課題を指摘し
ておきたい。
３‐１
世界に繋がる海洋政策
　我が国は四方を海に囲まれた
「海洋国家」である。しかし海洋を
島国の防護壁とみなすのか、世界
と交流する開かれた道ととらえる
のかで大きく異なる。我が国では、
海洋によって諸外国から護られて
きたという意識が強く育まれてき
たのではなかろうか。これは海洋
基本法の基本的な考え方の一つで
ある「守る」という言葉にも象徴さ
れている。もちろん、「守る」こと
も大事ではあるが、海洋を通じて
広く世界の諸国と繋がっていくこ
とがより重要であり、海洋基本計
画が掲げる「海洋に関する国際的
協調」では世界と「繋がる」ことを
主眼とする必要がある。
　海洋で繋がる諸外国との利害関
係は複雑多岐にわたっている。航
行の自由と安全、海洋水産資源の
持続的な利用を実現していくため
に、我が国が国際的な秩序形成の
ために先導的な役割を担う必要が
ある。また、海洋の科学的調査の
対象海域は我が国の管轄権の及ぶ
EEZ にとどまらず海洋地球全体に
広がっている。他国の EEZ 内で
研究調査を行う際には、相手国の
許可が必要とされ、場合によって
は許可されないこともある。この
レベルの国際的な調整は個々の研
究機関の申請手続きのみでは困難
となっており、科学的な海洋調査
については、国家レベルのルール
をまとめ、統合して担うべき国家
的機関が必要とされている。
　一方、地球温暖化にともない、
北極海の氷が消滅する可能性が議
論されている。沿岸国にとってみ
れば、北極海の海底に眠る資源
開発の可能性が拓かれることにな
り、航路が開かれれば世界の物資
輸送の大変革が起こる可能性があ
る。しかし、北極海の氷が消滅す
れば、地球規模の海水循環と熱循
環が大変動することもまた明らか
である。したがって、これは北極
海沿岸国ばかりでなく人類全体に
関わる問題である。このような現
象を科学者の研究により解明して
いくばかりでなく、我が国として
北極海問題にどのような関与をす
べきかの戦略が必要であり、その
なかに個別の調査研究が位置づけ
られなければならない。
　海洋環境の研究開発において
は、特に近隣諸国との連携が大切
である。海洋の漂流・漂着ゴミ問
題は海洋基本計画の掲げる方針の
一つ「海洋の総合的管理」に含まれ
ており、発生源対策を含めた総合
的な取り組みが必要とされてい
る。我が国がゴミを海洋に排出さ
せないような施策を講じるべきこ
とは当然であるが、近隣諸国との
友好的で連携のある環境対策も同
時に進めていく必要がある。一衣
帯水での近隣諸国と、海洋科学技
術を共同で開発することや、役割
を分担して協力することなどの国
際連携が重要である。現時点では
研究者レベルでの交流が細々と続
けられているのが現状である。た
とえば、原油流出事故などのよう
な重大な海洋環境汚染など、たま
にしか起こらないけれども結果が
重大な事故の対策技術などは、開
発を各国が別々に細々と続けて
も、研究開発効率は悪く、開発さ
れた技術を維持発展させていくこ
とも困難であり、国際的な共同や
連携が求められている。
　このような課題を解決していく
ために、総合海洋政策本部には、
我が国の海洋政策全般を主導して
展開していくこと、また、関係国
の海洋科学技術の発展のために海
洋研究開発機関などが積極的に協
力できる施策を推進していくこと
が期待される。
３‐２
海洋における推進すべき
科学研究領域
　海洋基本法においては、海洋を
管理する視点からも、また安全・
安心な国民生活を実現するために
も、海洋を「知る」ことの大切さが
謳われている。基本法の第 4 条に
は海洋における科学的知見を充実
させる理念が掲げられ、第 22 条
には海洋調査を推進すること、第
23 条には海洋科学技術に関する
研究開発を推進すべきことが明記
されている。
　我が国は広大なユーラシア大陸
と太平洋に挟まれた島国であり、
地殻は極めて活動的である。いく
つかの海洋プレートが大陸プレー
トに沈み込んで造られた島弧で
あり、地震や火山活動などが活発
である。また周辺の海は浅海から
大水深の海域まで広く分布してい
る。さらに我が国は太平洋の西に
位置していることから、南西から
は暖流の黒潮、北東からは寒流の
親潮に洗われ、両海流が我が国の
近海でぶつかりあい、このため気
候や気象は多様であり、豊かな生
態系がつくられている。したがっ
て我が国の海洋に関わる研究は、
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図表 3　海洋科学における課題・研究・応用の分野資源を利用する研究から、地球環
境を理解するための研究まで広範
囲にわたっている。今後特に進め
ていくべき海洋科学の研究は、下
記のような領域である（図表 3）。
(1) 海洋底ダイナミクスの研究
　人間の時間スケールからすると
地球はほとんど固体であり、せい
ぜい地震や火山噴火などの活動
を目にするだけであるが、百万年
を単位とするような地球の時間ス
ケールでは、きわめて活発に変動
していて、かつての海洋底が世界
最高の山になったり、大洋底の裂
け目から湧き出した地球内部の物
質がベルトコンベアのように移動
して大陸地殻の下にもぐりこんで
いる。我が国における海溝型の地
震や火山の活動はこのような海洋
底のダイナミクスに関する研究が
なければ理解できないものであ
る。このような研究は、海底鉱物
資源やエネルギー資源の探査や利
用にも基礎的な知見を提供する。
(2) 気候変動に関わる海洋研究
　地球は太陽からのエネルギーを
低緯度で吸収し、高緯度で放出し
ており、熱が大気と海水によって
低緯度から高緯度へと運ばれてい
る。このようなエネルギーの移動
によって、地球の気候は現在の状
態で平衡している。大気と海洋と
でも熱のやりとりがあり、これに
よって大気が動いて風となり、海
水が動いて海流となり、さまざま
な時間的および空間的スケールの
変動が起こっている。しかし、人
類起源の地球温暖化にともない、
このような変動パターンがドラス
ティックに変わろうとしている。
2007 年に発表された IPCC（気候
変動に関する政府間パネル）の第
4 次報告書は、温室効果ガスの大
気中濃度の増加によって地球温暖
化が進行していると結論づけた。
温暖化により増加した熱の大部分
は海洋に吸収され、海洋表層の水
温が上昇すれば、海洋表層と深層
の海水混合が妨げられ、物質の循
環や生態系へ影響が出ると懸念さ
れている。また、北極海などでは、
海氷がかなりの速度で減少してい
ることが観測されている。
　海洋のさまざまな変動が、どの
ような規模と時間で進行していく
かを知るには、広範囲の緻密か
つ精緻な観測に基づく精度の高い
長期の予測研究が必須とされてい
る。これらに関する研究は世界各
国との国際協力で進めていかなけ
ればならない課題であるが、我が
国は積極的に関与あるいは主導
して進めなければならない。
(3) 生物多様性および生命の起
源と進化の研究
　気候変動にともない、海洋はさ
まざまな影響を受ける。大気と海
洋の熱や物質の流れが変動する
ばかりでなく、海洋生物の活動が
変化する。海洋生態系が変動し生
物多様性が減退することや、大気
CO2 が海水に溶け込むことによっ
て海洋が酸性化して、殻をもつ生
物種が死滅することも懸念されて
いる。これらがまた気候変動にど
のように影響するかも今後の研究
課題となっている。
　かつて海洋の生物は沿岸やごく
表層にしかいないと信じられてい
た。深海科学技術の発展とともに
科学的知見が蓄積され、海洋生物
に関する科学概念は、この四半世
紀で大きく変容した。海洋の中層
や深層にも多様な生物群集が発見
された。陸上や海洋表層の光合成
とはまるで異なる化学合成する生
物も発見され、これを基盤とした
生態系も形成されていることがわ
かった。また近年、海底下の深部
地下にも微生物群集が生息してい
ることがわかってきた。このよう
な研究は生命の起源や生物進化の
科学概念に大きな影響を与えてお
海洋研究により地球を「知り」、資源を「利用し」、環境を、また災害から「守る」。
これらの分野は相互に結びついている。
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り、観測技術の革新によって今後
ともより一層の展開が期待されて
いる。
３‐３
海洋科学研究に
必要となる設備
　海洋基本計画には、「国際的に
も先導的な立場で海洋調査を推進
するためには、最先端の性能を有
する船舶、設備等が必要であるが、
現有の船舶、設備等のなかには老
朽化が進んでいることに加え、最
近の燃料費の高騰の影響により、
調査活動が制約されている面もあ
る」という現状が述べられている。
このような現状を改善するための
方策として、「調査計画等の情報
の共有化、運用の効率化を推進す
ること」、「施設・設備等の整備や
運用につき計画的かつ燃料費等の
情勢に柔軟に対応していくこと」、
また、「海洋管理に必要な基礎情
報について、各機関が連携・協力
し重点的に海洋調査を行う」こと
が必要とされる、とされている。
　以上のような現状に対して、こ
れまで関係諸機関はそれぞれが努
力を積み重ねてきた。これから
の問題は、老朽化した船舶あるい
は設備等をどのようなプロセスに
よって整備更新していくのかとい
う基準づくりにある。海洋研究船
のような特殊な船舶を長期間造ら
ないでいることは技術の継承とい
う観点からも問題であり、構造強
度の耐用年数と研究設備としての
陳腐化に対しては、諸機関の裁量
と努力のみに任せるのではなく、
総合海洋政策本部がしっかりとし
た基準を示す必要がある。近年で
は、南極観測船「しらせ」が護衛艦
に準ずるとして、基準となる就役
期間 20 年の後にさらに 4 年の延
命修理を施して 2007 年度いっぱ
いで退役となった。新南極観測船
が運航するまでには一年のブラン
クが生じるため、研究者から、さ
らに延命させるべきではないかと
いう意見もあったが、護衛艦とし
ての規則により廃船されることに
なった。先端的な性能を維持発展
させていくためには、運用期間等
の曖昧さを排除するためにも、規
則をもって更新すべきことを総合
海洋政策本部は各省庁に勧告し是
正させることができなければなら
ない。
　最近は、燃料費の高騰による影
響が甚大である。船舶・設備等を
効率的に運用する努力をするに
も、一機関ごとでの対応には限界
がある。巨額の経費をかけて開発
したものを無駄に遊ばせておくこ
とは問題である。船舶・施設等を
可能な限り効果的・効率的に運用
するために、諸機関の間で柔軟に
運用することを求め、運用経費の
負担は総合海洋政策本部が一括し
て財務当局と調整するほうが効率
的である。
　研究プラットフォームの整備に
ついては、ハードウェアの充実ば
かりでなく、それを動かし機能さ
せる人材の育成が欠かせない技術
伝承や、サービス産業の人材育成
と共通する基本的な問題である。
ハードウェアを充実させても、そ
れを動かし高品質のデータを取得
することができなければ宝の持ち
腐れである。調査観測を担う人材
を育成することは、各研究機関が
責任をもって進めなければならな
いが、それを義務として進めるよ
う総合海洋政策本部が勧告し、適
正でなければ是正させる権限と予
算措置を講ずる権限とを持たなけ
ればならない。海洋分野における
技術伝承と人材育成について、総
合海洋政策本部は国家戦略を示す
必要があるだろう。
　我が国の海洋観測に用いられる
計測機器は、ごく一部を除けば、
多くを外国からの輸入に依存して
いるのが実情である。海洋調査研
究費の多くの部分が外国からの機
器購入のために使われていること
は、高性能の計測機器が我が国に
存在しない現状ではやむをえない
ことである。外国との交流という
意味ではむしろ役立っているかも
しれないが、いつまでたっても自
立した調査研究ができない由々し
き事態とも言える。問題は、計測
機器を開発する技術者のインセン
ティブが失われていることにある
と考えられる。計測機器産業の振
興のために、計測機器の研究開発
を鼓舞するようなファンドを設立
することが期待される。
　次世代を切り開くようなシステム
開発において、イノベーションにつ
ながる要素を含むものを総合海洋
政策本部が高く評価する体制を創
りあげていかなければならない。
３‐４
総合海洋政策本部に期待される
トップダウン型の役割
　海洋研究を進める上で総合海洋
政策本部に期待される役割につい
て、これまで具体的な課題につい
て述べてきた。ここでは総合海洋
政策本部に求められる体制的な役
割について検討する。基本的には、
国家戦略としてトップダウンで推
進すべき海洋科学技術政策を示
し、それに基づき各省庁が主体と
なって推進する海洋施策とするこ
とである。戦略目標の明示は総合
海洋政策本部が強力に推進してほ
しい役割である（図表 4）。
　我が国に「基本法」はいくつもあ
るが、海洋に関連する基本法には、
海洋基本法の他にも、環境省の所
管する環境基本法、水産庁の所管
する水産基本法、また資源エネル
ギー庁の所管するエネルギー政策
基本法がある。各省庁が担当する
海洋政策はこれらの基本法に基づ
いて実施されてきた。新たに制定
された海洋基本法は所管が内閣官
房であり、海洋担当大臣は国土交
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通相の兼務となっているが、省庁
やその基本法に基づく政策を統括
することが期待される。
　科学技術の研究開発について
は、科学技術基本法の規定に基づ
き、総合科学技術会議の答申も踏
まえて「科学技術基本計画」が策定
されている。この推進にあたって
は、総合科学技術会議は司令塔と
しての役割を担っている。第 3 期
科学技術基本計画（2006 ～ 2010
年）には、「科学技術は社会の持続
的発展の牽引車」として「人類の未
来を拓く力」となり、人類が 21 世
紀に直面することになるであろう
地球規模の諸問題に対応すること
が謳われている。その重点推進四
分野の一つが「環境」であり、「海
洋」は推進四分野の一つである「フ
ロンティア」分野と位置づけられ
ており、国家基幹技術として戦略
的に推進されている海洋科学技術
の課題もある。
　今後、海洋科学技術の研究開発
は、海洋基本法と科学技術基本法
の両方に関係することになる。海
洋基本計画においては、「海洋に
関する情報の一元的管理・提供」
を目指すとしているが、ここでい
う「情報」が政府の調査機関が行っ
ているデータだけを指すものか研
究機関のデータも含むのか、現状
では不明確である。海洋基本計画
には、我が国として必要な海洋
データの内容を明示し、取得方法
や利用方法を統一することが求め
られる。またそのようなデータを
取得し利用するために必要となる
手法の技術開発については、研究
開発機関に新たに予算措置を講じ
なければならなくなるであろう。
図表 4　総合海洋政策本部に期待されるトップダウン型の役割
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トップダウン
海洋基本法は各省庁が所管する基本法のうち海洋に関連する政策を統括
することが期待される。総合海洋政策本部は各省庁が担当する海洋施策
については調整機関となるとともに、国民・産業界・学術界から意見や
提言を受け、国家の戦略目標をトップダウンで提示し、施策を評価する
ことが求められる。
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　海洋基本計画の策定においては、
海洋基本法の成立をきっかけとし
て、産業界や学術界等からさまざ
まな意見や構想が提案された。海
洋基本計画で策定された計画を各
界が実行していくことは我が国の
海洋における研究開発の将来につ
ながるものであり、研究コミュニ
ティの活性化にとっても重要であ
る。海洋の開発構想は関連分野が
多岐にわたり、初期投資が大きい
ために容易には実現しにくいとい
う側面はあったが、今後は、海洋
基本計画が策定されたことにより、
計画された構想の着実な進展が期
待される。
　海洋基本法で対象とされている
「海洋」とは、必ずしも EEZ や大陸
棚に限定されているわけではない。
地球環境や国際海洋法との関連も
あり、グローバルな意味での海洋
への取り組みが重要であるとされ
ている。一方、海洋基本計画にお
いて、「海洋」とは、我が国の統治
や管理のおよぶ範囲までとなって
おり、その範囲が限定されている。
そうすると、たとえば地球温暖化
によって北極海の氷が溶けてしま
うことが懸念されているけれども、
このようなグローバルな問題に対
して我が国では海洋科学技術政策
の提言がなされなくなる恐れがある。
　また、海洋権益の確保は、我が
国の EEZ・大陸棚における学術研
究活動、科学調査・観測、環境管理、
資源探査・開発、産業利用などを
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実際にかつ持続的に展開すること
によってしか実現できない。日本
の大陸棚や EEZ 内の海底には、黒
鉱型海底熱水鉱床やコバルト・リッ
チ・クラストなど、有望な鉱床が
存在している。一方、水産資源は
再生産可能なものであり、持続的
に利用していくことが必須とされ
ている。さらに海洋は地球環境の
緩衝機能をもっている。これらを
より詳しく知るためにも国際的な
協調と連携が求められている。こ
れらを同時に実現していくためには、
海洋科学技術をハ ドー面・ソフト面と
もに世界のトップとなるように育成し
ていくことが必要であろう。
　海洋基本法には崇高な理念が謳
われているが、具体的な海洋施策と
予算要求は各省庁が行うことにな
る。しかし、総合的な海洋政策のた
めに予算が増やされるということ
は、当面、期待できず、海洋基本計
画に盛りこまれていない施策を実
行することは不可能となるであろ
う。また、各省庁がこれまでそれぞ
れの枠のなかで推進してきた海洋
政策は、より厳しい競争にさらさ
れることになると思われる。施策を
統括して推進していくため、総合海
洋政策本部には海洋基本法の理念
に基づいた強力なトップダウン型
リーダーシップが期待される。
　これまで海洋科学技術の分野で
研究開発などに関わってきた多く
の人たちには、我が国には海洋基
本法が存在しないために戦略的な
海洋政策が打ち出されないのだ、
と諦めにも似た意識があった。海
洋基本法および海洋基本計画が制
定されたからといって、すぐにあ
らゆる問題が解決されるわけでは
ないが、少なくとも我が国の海洋
関係者のみならず国民が共通の出
発点に立つことができたと考えら
れる。今後の各計画の実行にあたっ
て、総合海洋政策本部は、各省庁
が責任をもって実行している海洋
施策については調整機関となると
ともに、国の基本政策として進め
るべき政策課題については、我が
国の海洋戦略を高く掲げトップダ
ウン型で主導していくことが期待
される。総合海洋政策本部が海洋
基本計画を推進するにあたり、「海
洋」を我が国の主権が及ぶ EEZ な
どに限定することなく、地球全体
の海洋を考え、国際協力により世
界の国々と広く「繋がる」ことを期
待したい。また、我が国の海洋科
学技術政策が世界のモデルとなっ
ていくこともあわせて期待したい。
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